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目まぐるしく変化する時代の中で、地方行政、自治体

職員が目指すべき方向性について、学識者・行政経験者

などの著名人に、政策提言を頂きます。

の取り組みが行われてきた。それらの人事評価制度は

大きくわけて2つのタイプに分類することができる。

1つは、従来の勤務評定と同じように給与決定や昇

任 (格)管理といつた職員の処遇管理を目的とするも

のだ。

この「処遇管理型」の人事評価制度は、国の官僚の

不祥事と財政破綻に端を発した公務員制度改革の動き

のなかで導入されてきたもので、民間企業と同様の

「信賞必罰」による能力・成果主義の人事管理をめざ

すものだといえる。評価結果を金銭報酬 (給料・手

当)に反映させることで職員にインセンティブ (動機

づけ)を与えることを主な目的としている。このタイ

プの制度は、県や政令指定都市、中核市といつた規模

の大きな組織で多く導入されている。

もう 1つのタイプは、職員の能力開発を目的にした

「人材育成型」の人事評価制度だ。

平成 9年 12月 に自治省 (現在の総務省)は全国の

自治体に向けて「地方自治・新時代における人材育成

基本方針策定指針」を示し、地方分権を担う人材の育

成を求めた。これを契機に多くの自治体が人材育成基

本方針を策定し、職員研修の改革や人事評価制度を導

入する取り組みをスタートさせた。そのなかで生まれ

たのが岸和田市に代表される「人材育成型」の人事評

価制度だ。

その特色は岸和田市が能力開発のために独自開発し

た「簡易コンピテンシー能力評価」で、評価方法が簡

単で使いやすいことから全国の自治体に急速に広まり

つつある。

3.能力評価と業績評価

このように「処遇管理型」と「人材育成型」の2つ

のタイプの人事評価制度があるが、いずれのタイプで

も 【図 11のように①能力評価と②業績評価の2つの

評価で制度が構成されるのが一般的となっている (改

正地公法でも、能力評価と業績評価によるものとして

いる)。

【図1】 人事評価制度の構成
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1.は じめに

ひと音前までは、「人材育成といえば職員研修につ

いての話」といつた狭い認識が一般的だつた。しか

し、いまは多くの人が「人材育成は人材マネジメン ト

の重要な課題」と考えるようになつている。そして、

その自治体の人材マネジメン トが大きな転機を迎えて

いる。

勤務評定を廃上し新たに「人事評価を実施し人事管

理の基礎として活用する」こととした改正地方公務員

法が、平成26年 5月 に公布されたからだ。人事評価

は「人事管理の基礎」という文言に表わされるように

人事制度の核となる制度であり、職員の意識や日々の

働き方にも大きな影響を与える。うまく活用すれば職

員の能力開発をはかリモチベーションを高めることが

できるが、活用を誤れば能力開発につながらないばか

りか職員のやる気さえ失わせかねない。

本稿では、自治体の人事評価のこれまでの経過と現

状を概観するとともに、人材育成 (能力開発)という

視点から職員が能力を発揮し、やりがいを持つて働く

人材マネジメン トを実現するための人事評価のあり方

を考えたい。

2.「処遇管理型」と「人材育成型」

実は地方公務員法の改正を待つまでもなく、先進的

な自治体では十数年前から人事評価制度の開発・導入
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①能力評価については、先述の岸和田市が開発した

「簡易コンピテンシー能力評価」を使う自治体が多

くなつている。従来の勤務評定について「基準が曖

昧で評価者の主観が入りやすい」との批判があった

ことから、「保有能力」ではなく「コンピテンシー

(行動として発揮された能力)」 で評価するのがス

タンダードな評価方法となってきているのだ。

②業績評価についても、勤務評定時代の極めて曖昧な

「仕事のできばえ評価」ではなく、職務上の目標を

設定し達成度で評価する目標管理による評価が一般

的になつている。

また、①能力評価、②業績評価のいずれについても

職員自身が先ず「本人評価」を行つた後に上司が評価

し、その評価結果が本人にフィードバック (開示)さ
れる運用になつてきている。上司が一方的に部下を評

価して評価結果が知らされることもなかった勤務評定

とは内容も運用も大きく変わつたものとなつている。

人事評価は、すべての職員が自らも評価を行い運用

に直接かかわる制度になつているのだ。「勤務の評

定」時代の固定観念から脱却し、新たな活用が考えら

れなくてはならない。

4.「処遇管理型」の問題点

2つのタイプの話に戻るが、「処遇管理型」と「人

材育成型」の人事評価制度について、その目的と実際

の運用の違いについて見てみよう。

「処遇管理型」の人事評価制度では、先述したよう

に「信賞必罰」の人事管理が目的となっている。特に

評価結果の給与への直接的な反映 (給料・手当の査

定)によつて職員にインセンティブを与えるとともに

「公平な処遇」を実現することに主眼が置かれる。だ

が、「信賞必罰」は本当に有効なのだろうか。

アメリカの心理学者 F.八一ズバーグの有名な「2

要因理論」によると仕事のモチベーション要因には

「動機づけ要因」と「衛生要因」とがあるとされる。

達成・承認などは満たされると「やる気」になる「動

機づけ要因」であるのに対し、給与・人間関係など|よ

満たされても不満がなくなるだけで「やる気」にはな

らない「衛生要因」だとされる。つまり仮に給与面で

公平な処遇が実現したとしても、不満がなくなるだけ

で決してインセンティブにはならないのだ。さらに、

近年の研究では「信賞必罰」による人事管理は働く人

の倉」造性を阻害し、モラルの低下をも招くことが明ら

かになつている。

実際に業績評価の結果を勤勉手当に反映させている

自治体の職員の方々に尋ねてみると、「みんなシラケ

ています」「かえつて不公平感が増大した」といつた

答えが多く返つてくる。どうやら現実にもマイナスの

効果しかないようだ。

もう 1つ大きな問題点がある。評価が歪んでしまう

ことと、評価結果をすべてオープンにできなくなるこ

とだ。給与に直接反映させることは職員 (本人と上司

の両方)の心理に大きな影響を与え評価を歪ませてし

まう。また、無理に差をつけた評価や調整 (操作)さ
れた評価では、評価結果をすべて職員に公開できな

い。

※次回も引き続き、月ヽ堀先生に

ご提言いただきます。

◇ 執筆者PrOttle◇

人材育成アドバイザー、人事評価実務コンサルタント。

1953年大阪府生まれ。大阪市立大学法学部卒業。1975年

岸和田市役所入庁。1993年から人事課研修係長、2003年

から能力開発担当参事。岸和田方式の人材育成型人事考課

制度の立案・導入・運用を中心となつて進める。市議会事

務局長、会計管理者を経て2013年 3月退職。著書『自治

体の人事評価がよくわかる本』など。自治体学会会員。

視察 niおいでマツセ !          1
.去る10月 28日因福岡県市町村職員研修所の皆さ ′:

んがマッセを訪問されました。           ::
当該研修所|よ県内全60市町村を構成団体とする一 ::

1 実・改善について情報共有を図りました。これを契

L 機に合後も意見交換を行い、有意義な研修事業を

翡請しを」三ら島漂した。
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目まぐるしく変化する時代の中で、地方行政、自治体

職員が目指すべき方向性について、学識者・行政経験者

などの著名人に、政策提言を頂きます。

|||【.第4回】|■‐

日学工房|■||■■

|(人材:育成アドバイザー)
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5.「人材育成型」の目的と運用

前編では「処遇管理型」の制度が職員へのインセン

ティブ (動機づけ)にならないだけでなく、能力開発

にも活用できないことを見た。では、次に「人材育成

型」の人事評価制度の目的と運用について見ていくこ

とにしよう。

そもそも人事評価制度は、何を目的にすべきなのだ

ろう/Dh。 また、どのように運用すれば人事評価を有効

に活用できるのだろうか。

「人材育成型」の制度では、「職員の能力を最大限に

引き出し、活用し、組織力の最大化をはかること」が

人材マネジメントの目的であり、人事評価制度はそれ

を実現するためのツール (仕組み)であると考える。

だから、①能力評価、②業績評価を 【図2】 のように

位置づける。

「組織力」の大きさは「職員|力Jと |「マ|ネ|ジメン

ト」という2つの要素によつて,家定さ41る|こ1考|え|うれ
る。①能力評価を活用して「職員1カ」を1向1上さ|せ|る と

ともに、②業績評価を使つて|「マ|ネ ジメン|卜■|を1向上

させて「組織力」を高めるのだ:■ |‐ |||■||■|

従つて、①能力評価は明確に職員の能力開発|を目的

として運用される。無理な相対評価や調整|(操作)|が

加えられない。しかも「給与への反映」|||と |し うヽバイア

スもない絶対評価なので、評価1結
‐果を職員に|すべて

フィードバックすることが可能となる。|そ |れが職員に

「気づき」と「成長実感」をもたらし「由学||(白 主学

習)」 へ向かわせる。つまり能力開発へ|の強.し イヽンセ

ンティブとなる。          |‐ ■■■■|

②業績評価は、「人材育成型」では組織マネジメン

トの向上を目的としたコミュニケーション・ツ■ルと

して運用される。

業績評価では目標管理という手法が使われるのが一

般的となつているが、この目標管理は経営学者PF.ド

ラッカーによつて提唱された組織マネジメン トの手法

であり、最初から評価手法として開発されたものでは

ない。それがバブル経済の崩壊以降、民間企業で成果

主義給与制度の評価手法として使われだしたに過ぎな

い。

ところが「処遇管理型」の制度では、勤勉手当への

反映 (査定のための評価)が目的になつてしまい、組

織マネジメントを向上させるための活用が軽視されて

しまつている。 トップダウンで示された組織目標に合

わせるだけの個人目標設定ではマネジメントは向上し

ないし、職員のモチベーションも上がるはずがない。

「人材育成型」では、 ドラッカーが考えた組織経営

のマネジメントが実現されるように目標管理を運用す

る。目標の設定時にボトムアップによるコミュニケー

ションを十分にはかり共通の認識づくりをはかるの

だ。このような過程を経た後に自主的に設定される目

標であつてはじめてマネジメントが向上し、職員も

「仕事の意味・やりがい」を感じることができ、モチ

ベーションがアップするのだ。【図2】 組織力の決定要素と人事評価の役割
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6.「自学」を基本とした能力開発ヘ

これまで見てきたように、同じ人事評価制度であつ

ても「処遇管理型」と「人材育成型」とでは、目的と

するものが異なり運用も大きく違つている。前者では

評価結果を給与に直接反映させ「信賞必罰」による人

事管理を実現することに主眼が置かれているのに対

し、「人材育成型」では職員の能力開発と組織マネジ

メントを高め行政サービスを向上させることを目的と

している。どちらの方が職員のモチベーシ∃ンの向上

につながるかは言うまでもないだろう。

もう1つ決定的に両者が異なる点が「人材育成 (能

力開発)」 についての考え方だ。制度の中身も運用も

「処遇管理型」なのに、目的に「人材育成」を掲げて

おけば「人材育成型」であると考えている人事担当者

がいる。「両方のいいとこ取り型」でいこうという軽

薄な考え方だ。そもそも「処遇管理型」と「人材育成

型」の違いを全く理解できていない。両者は「人材育

成 (能力開発)」 について考え方が180度異なる。

「処遇管理型」の考え方は、組織が「信賞必罰」で

職員を管理 (統制)しようとする「組織の論理 (視

点)」 だ。上司は評価する人で、部下は評価される人

だ。上司が制度の主役で、部下は受け身の「評価の対

象」という扱いだ。そこでの人材育成は「上司が部下

を指導する」という上から目線の能力開発となる。前

世紀的な発想の人材育成といつていいだろう。

いうまでもなく能力開発の基本は「自学 (自主学

習)」 だ。意思と人格を持つ人間である職員の能力を

開発できるのは本人だけであり、能力開発の主役は

「一人ひとりの職員 (本人)」 以外にない。上司は

「自学」の出発点となる「気づき」を提供し能力開発

を助ける支援者と位置づけるべきだ。

7.「考え行動する職員」を育てる

両者の違いがよく現れるのが「研修」だといえるだ

ろう。「人材育成型」のi_E用 では、人事評価制度の主

役は「一人ひとりの職員」だと考えるので、導入時に

は全職員への「人事評価活用研修」を実施する。内容

は制度を理解し自己の能力開発にどう活用するのかを

考えるものだ。

一方、「処遇管理型」の制度運用では管理職 (上

司)を対象とした「評価者研修」ばかりが重視され、

能力開発の主役である職員 (部下)は制度導入時に簡

単な研修または説明会だけで済ませられることが多

い。

導入後の研修も「処遇管理型」では管理職 (上司)

への「評価者研修 (訓練)」 が中心だが、「人材育成

型」では全職員がグループ・ワークで「面談の在り

方」といつた制度運用の課題などを話し合い考える研

修が中心となる。制度を活用する職員が自分たちで課

題を発見し、制度の改善につなげていく。そのこと

で、職員が制度をさらに深く理解するとともに、職員

によつて人事評価制度も育てられていく。

このように能力開発についての考え方、運用が両者

では全く異なつている。いま自治体が必要としている

人材は「自分で考え、行動する職員」だ。職員が「被

評価者 (評価の客体)」 という扱いの「処遇管理型」

の制度運用では、「上司の指示を待ち、忠実に仕事を

こなすだけの職員」しか育たない。発想をダイナミッ

クに転換し「職員が主役となる人事評価」にシフトし

なければ、決して「自分で考え、行動する主体性を

もつた職員」は育たない。

いま自治体の人材マネジメントは、「処遇管理型」

の道か「人材育成型」の道かの岐路に立っている。そ

れは「指示待ち型公務員」をつくるのか、「自分で考

え行動する職員」が育つ組織づくりへ向かうかの分か

れ道でもある。どちらの道を選択するのか各自治体の

自主的な判断が問われている。

※次白は法政大学キャリアデザイン学部の宮城まり子先生、

人尾市立病院事務局企画運営課長の朴丼晃氏にこ提言

いただきます。

◇執筆者Pr」le◇

人材育成アドバイザー、人事評価実務コンサルタント.

1953年大阪府生まれ。大阪市立大学法学部卒業。1975年

岸和田市役所入庁。1993年から人事課研修係長、2003年

から能力開発担当参事。岸和田方式の人材育成型人事考課

制度の立案・導入・運用を中心となつて進める。市議会事務

局長、会計管理者を経て2013年3月退職。著書『自治体の

人事評価がよくわかる本』など。自治体学会会員。
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